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試験番号50873

　上記試験は、昭和63年11月18日付、環企研第233号、衛生第38号及び63
基局第823号による「新規化学物質に係る試験及び指定化学物質に係る有離の調査の

項目等を定める命令第4条に規定する試験施設について」に定める「新規化学物質に係る

試験及び指定化学物質に係る有害性の調査の項目等を定める命令第4条に規定する試験

施設に関する基準」に従って実施したものです．

平成元年3月／／日
遭

運営管理者
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財団法人 化学品検査協会
化学品安全センター九州試験所

試験委託者　　通商産業省

ユ

試験の表題 ナフテン酸トリブチルスズ（被験物質番号

における濃縮度試験

試験番号　　50873

K－873》のコイ

　上記試験は財団法人化学品検査協会化学品安全センター九州試験所の

信頼性保証部門が監査及び査察を実施しており、監査又は査察を行った日付

並びに運営管理者及び試験責任者に報告を行った日付は以下の通りです。

監査又は査察日 報告日（運営管理者） 報告日《試験責任者）

昭和163年12月12日 昭和63年12月12日 昭和63年12月12日
昭和63年12月20日 昭和63年12月22日　　　　　● レ昭和63年12月21日’

昭和63年12月23日 昭和63年12月26日 昭租§β年12月26日
　　　　　　　辛ｽ成元年　1月　9日 平成元年　1月17日

　　　，　－　－　－　　■　　■
ｽ成　元年　1月14日　　●

平成　元年　1月20日　　　　●

平成　元年．1月20日

平成元年　3月11日 平成元年　3月11日　平成元年　3月11日

　本最終報告書は、試験の方法が正確に記載されており、内容が試験計画及び

標準操作手順に従い、かっ、生データを正確に反映していることを保証します。
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　　ノ平成ん年心月ノノ日

　　信頼性保証業務担当者

平成え年、夕月！ノ日

　　信頼性保証業務担当者

平成π年3月／／日

　　信頼性保証責任者
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要　　約

轟
●

1．試験の表題 ナフテン酸トリブチルスズ（被験物質番号　K－873）のコイに

おける濃縮度試験

2．試験条件

　2．1急性毒性試験

　　　（1）供試魚
　　　（2）ばく露期間

　　　（3）ばく露方法

　2．2濃縮度試験

　　　（1）供試魚
　　　（2）試験濃度

　　　（3）ばく露期間

　　　（4）ばく露方法

　　　（5）分析方法

ヒメダカ

48時間
半止水式（8～16時間毎に換水〉

コイ

第1濃度区　　1　鷹々
第2激区　　　　0．　1μg／2

9週間

轍原子吸光分光光度法
　　　3．試験結果

　　　　　　（1）48時間LC50値　　　 43．6忽珍

●　（2騰倍率纂1離llllミllll欝

菖

亀

4．被験物質の安定性

　　被験物質は保管条件下及び試験条件下で安定て“あることを確認した．

一　1　一



最終報告書
試験番号　50873

1，表　　題 ナフテン酸トリブチルスズ（被験物質番号K－873）のコイに

おける濃縮度試験

，
2．試験委託者

3，試験施設

名　　称

住　　所

称
所
朧

名
住
運

通商産業省

（〒100〉東京都千代田区霞が関4丁目3番1号

財団法人化学品検査協会

化学品安全センター九州試験所

（〒830）福岡県久留米市中央町19一一14

　　TEL　（0942）34－1500

4．試験目的 被験物質K－873のコイにおける濃縮性の程度について知見を得
る。

5．試験方法 「新規化学物質に係る試験の方法について」（環保業第5号、薬発

第615号、49基局第392号昭和49年7月13日）に規定
する〈魚介類の体内における化学物質の濃縮度試験〉による。

専
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遭
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6．試験期間

　（1）試験開始日　　　昭和63年12月12日

　（2）試験実施期間

　　　　供試魚受入日　　昭和63年　9月20日
　　　　しゅん化終了日　　昭和63年10月14日

　　　　ばく露開始日　　　昭和63年12月12日

　　　　ばく露終了日　　平成元年2月13日

　（3〕試験終了日　　平成元年3月11日

7．試験図係者

　　試験責任者

　　試験担当者

　　飼育管理責任者

　　急性毒性試験担当者

　　試資料管理責任者

8．最終報告書作成日

　　　　　　　　　　　　　　　　作成者

9．朧勧羅

　　試験責任者　　　　　　　氏名

　　　　　　　　　　　　　一　3　一

平成元年　3月11日



10．被駁物質

　　本報告書において被験物質K－873は、次の名称及び構造式等を有するものとす

　る。

　1α1名称ナフテン酸トリブチルスズ

し

A

柘

10，2構造式等

　　　魍

　　　　　　　　　　　C4Hg

「＞　　　　　　　　　　　　」
　　　くCH2ηrC『0｝Sn－C4Hg
　　　　　　　　”　　1
　　　　　　　　0　　　C4Hg

　　　　　＊1　　　分子式　C　H　O　Sn
　　　　　　　31622
　　　　　掌2　　　分子量　　589（ナフテン酸の酸価185としての平均分子量）

　　　刈　分子量589より計算してn＝↑3とした。

　　　＊2　添付資料による。

　　　　　刈10，3純　　度　　金属合有量　S　n：19．2％

10、4提供者

10．5同　定
　　　赤外吸収スペクトル（図一14参照）、質量スペクトル（図一15参照）及び

　　核磁気共鳴スペクトル（図一16参照）により構査を確認した。

一　4　～



10，6保管条件及び保管条件下での安定性

（1）保管条件

（2）安定性確認

冷暗所

ばく簿開始前及び終了後に被験物質の赤外吸収スペクトル

を測定した結果（図一14参照〉、両スペクトルは一致し、

保管条件下で安定であることを確認した．

10．7試験条件下での安定性

　　ばく露開始前に予備検討を行い、試験条件下で安定であることを確認した．

■

11．急性舜性試験

●　11．1鋤法
　　　　　　工場排水試験方法魚類による急性毒試験（JIS　K　O102－1986の71，〉の方法

　　　　　に準じて行った。

辱

　
種
源

　
　
給

魚試
魚
供

　
ラ
　
ラ

供
0
⑫

211

（3）蓄養条件

　　期間等

薬　　浴

（4）じゅん化条件

（5）体

（6）全

（7）検

重
長
定

ヒメダカー中島養魚場

（住所　〒869－01熊本県玉名郡長洲町大明神〉

魚の入手時に目視観察をして異状のあるものを除去し、

蓄養槽で薬浴後、流水状態で21日間飼育した。一

20痢g〃エルバージュ（上野製薬製）溶液及び78〃

塩化ナトリウム溶液を用いて止水状態で24時固薬浴を

行った。

じゅん化槽でじゅん化し、その間異状のあるものは除去

し、最終的には25±2℃の水温の流水状態で25日間

飼育した。

平均0．319
平均3．2c億
田耽＊3の方法に耽、塩化第二水銀縦令儲と

同一ロット（TFO－881117）のものを試験に供
した。

＊3　用水と廃水，ユ4，1297－1303（1972）

一一 @5
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11，3試験用水

　　（1）種　　　類

　　　　九州試験所敷地内て揚水した地下水

　　（2）分析及び水質確認

　　　　当試験所にて水温、pH及び溶存酸素は連続測定を行った。また、化学的

　　　酸素要求量、全硬度、蒸発残留物、塩素イオン及びアンモニア態窒素並びに

　　　有磯リン、シアンイオン、重金属等の有害物質は6ケ月に1回定期的に分析

　　　　している．試験に供した用水は、分析した項目が水産環境水質基準（社団

　　　法人　日本水産資源保護協会　昭和47年3月）に記載されている濃度以下

　　　であることを確認し準（参考資料1参照）．

　騰M
1

（5）pH

（6）供試魚数
（7）ばく露期間

（8）ばく露方法

円型ガラス製水槽

4』／濃度区

25±2℃
‘塞く翻身自時　7．8～8．0㎎／2

‘ま』く簿終了時　 6．3～6．5㎎／2
ばく露開始時　8．0

ばく露終了時　7．8～8．0

10尾／濃度区

48時間
半止水式（8～16時間毎に換水〉

　　　11．5原液調製法

　　　　　（1）分　散　剤

　　　　　　　　HCO一一40
　　　　　（2）調製方法●　　膿縢・・倍量のHC。一4。と共。こアセトン‘こ溶解し熾アセト

　　　　　　　ンを留去し、これにイオン交換水を加え撹拝して1000㎎／2の原液を調製

　　　　　　　した。
身

亀

11、6試験の実施

　　（1）実施場所
　　（2）試験実施日

LC50測定室
昭和63年12月19日～昭和63年12月21日

11」　48時間1、C50値の算出

　　　Doudoroff法で行った。

6



11．8試験結果

　　　48時間LC50値 43，6μ部2　（図一3参照）

12．測適度試験の実施

●

12．1供試魚

　　（η魚　　種　　コイ髄腔≧
　　（2）供給源　　杉島養魚場
　　　　　　　　　　（住所〒866熊本県八代市郡築一番町123－2）

　　（3）蓄養条件
　　　　期間等　魚の入手時に目視観察をして異状のあるものを除去し、

　　　　　　　　　　受入槽で薬浴後、流水状態！で3日間飼育した．

　　　　薬　　　浴　　　50囎〃水産用テラマイシン散（台糖ファイザー製）

　　　　　　　　　　溶液及び79／2塩化ナトリウム溶液を用いて止水状態で

　　　　　　　　　　24時間薬浴を行った。
　　（4）じゅん化条件　　　じゅん化槽でじゅん化し、その間異状のあるものは除去

　　　　　　　　　　し、最終的には25±2℃の水温の流水状態で16日間
　　　　　　　　　　飼育した．さらに試験水槽へ移し、同温度の流水状態で

　　（、）ばく＿壕野した・

　　　　体　　　重　　　平均　22．39

　　　　体　　　長　　　平均　　9．6G蹴

　　　　脂質含有率　　　平均　　3．5％

＊4ロット（TFC－880920）の測定値

料
類
元
法

　
　
鳥

餌
種
製
給

ラ6（

コイ用ペレット状配合飼料

日本配欝勝式会社
供試魚体重の約2％相当量を1日2回に分けて給餌した．

ただし、供試魚の採取前日は給餌を止めた．

12．2試験用水

　　　11．3に同じ。

7
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（4）試験温度
（5）溶存酸素濃度

（6）供試魚数

（7）ばく露期間

（8）実施場所

当試験所組立ガレ斌装置を用いた。

100盈容力F’ラス製水槽

原液2慮／分及び試験用水800認／分の割合で

1155コ．！日を蹴槽に供した、

25±2℃
第1濃度区　　6．0一一7．6㎎厘（図一11参照）

第2激区　　　6．　1、7．7㎎1セ（図一12獺）

対照区　　　　6．4、7、5㎎海（図一13参照）

第1及び第2濃度区　　　25尾（ばく露開始時）

対照区　　　　　　　　　　7尾（は’く露開始時）

9週間

第2アタアトロン室

12．4原液調製法

　　（1）分散剤
　　　　　11．5の（1）に同じ．

　　（2）調製方法

　　　　・第1濃度区

　　　　　碗験物質を10倍量のHCO－40と共にアセトンに溶解した後、アセ

　　　　　トンを留去し、これにイオン交換水を加え撹拝して1000㎎／2の原液を

　　　　調製した。これをさらにイオン交換水で希釈して100㎎海の溶液を調製

　　　　　した。この溶液100麗を分取した．

　　　　・第2濃度区

　　　　　上記の100㎎陀溶液を10磁分取した。

　　　　・対照区

　　　　　HCO－40を100㎎精拝復、イオン交換水約100祀に溶解させた。

　以上を252容ク）ガラス製原液タンクに入れ、イオン交換水にて252に

定容後、試験水槽に供給した．
●

ゆ

12，5試験濃度

　　　48時間LC50予備値及び被験物質の分析感度を考慮して、

　　　　第1濃度区　　1　偲〆2

　　　　第2濃度区　　0．1熔海
　　に設定した。同時に、空試験として対照区を設定した。

8



12，6試験水及び供試魚・分析

■
，

12．6．1分析回数

　　　　試験水分析は第1、第2濃度区ともばく露期間中、毎週2回計18回行い、

　　　　1回当りの分析試料は1点とした。また、供試魚分析は第1、第2濃度匿とも

　　　ばく露開始後、2，4，6，8及び9週の計5回行い、1回当りの分析試料は

　　　2尾とした．対照区はばく露開始後及びばく露終了時に行い、1回当りの分析

　　　試料は2尾とした．

12，6．2分析試料の前処理

　　（1）試験水

　　　　　試験水槽から

　　　　　　第1濃度区　　　200祀

　　　　　　．第2濃度区　　2000認

　　　　を採取し、以下のフロースキームに従って前処理操作を行い、原子吸光分光

　　　　光度法（AA）試料とした。

フロースキーム

試験水分析試料　　　　　第1濃度区

　　　．←ヘキサン　　　　　50認

　　　　・振とう（1（｝分間）

第2濃度区

　200舵（メスシリンダー〉

‘一

●

水層 ヘキサン層

『下鶯ム禦，膓1二橘薩謡5℃〉

」
［瀬副
　　τ　　　・濃縮約2麗（ロータリーエバポレーター，約25℃）

　　　←・エタノール約1畝（メスピペット）

　　　・濃縮　約1．5認（窒素パージ）

　　　そ一硝酸（1＋20）　O．5認（ホールピペット）

　　　・一精製水　2．5麗（ホールピペット）

　　　・定容　5麗（エタノール，メスフラスコ）

9



（2）供試魚

　　試験水槽から供試魚を採取し、以下のフロースキームに従って前処理操作

　を行い、AA試料とした．

フ口幅スキーム

供試魚分析試料

』

残渣 ろ

面上

・体重，体長測定

・細片化

←アセトニトリル　80超（メスシリンダー）

←塩酸　1認（メスピペット）

・ホモジナイズ（ポリトロン，約1分間）

・洗浄　20認（アセトニトリル，メスシリンダー）

・ろ過（グラスファイバーフィルター，㎝ぞ00）

液

←イオン交換水　800寵（メスシリンダー）

←硫酸アンモニウム　709（上皿天秤で秤量）

←ヘキサン　90祀（メスシリンダー）

・振とう（10分間）

層

・定容　100超（ヘキサン，メスフラスコ）

・分取　10認（ホールピペット）

　　　　　　　　　　　＊6・カラムクロマトグラフィー　（詳細は次頁記述）

溶出液

■

・濃縮　約2鳶ε（ロ一夕リーエバポレ一夕ー，約25℃，

窒素パージ）

←硝酸（1＋20）　0．5認（ホールピペット〉

←精製水　2．5認（ホールピペット）

・定容　5超（エタノール，メスフラスコ）

A　A試料
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．
　
融
　
●

‡5カラムクロマトグラフの条件

　　　　セップパック　Bアルミナ

　　　　　（ヘキサン、酢酸エチル、エタノール／ヘキサン（1／9VIV）て洗浄〉

　　　　負荷法　　試料液全量を負荷する．

　　　　溶出法　第1溶出液酢酸エチル　　　　　　　　　　10祀
　　　　　　　　　第2溶出液エタノール／ペキサン（1／9V／V）　　20認

　　　　　　　　　被験物質は第2溶出液で溶出する．

零6カラムクロマトグラフの条件

　　　　クロマト管　　20縢φ　ガラス製

　　　　充てん剤　3％含水塩基性アルミナ　109
　　　　　　　　　　　（ヘキサンで充てん）

　　　　負荷法　　試料液を10冠負荷する。

　　　　溶出法　　第1溶出液エチルエーテル／ヘキサン（1／1VIV）

　　　　　　　　第2溶出液酢酸エチル
　　　　　　　　第3溶出液エタノール／ヘキサン（1／4V／V）

　　　　　　　　被験物質は第3溶出液で溶出する．

50認
50超
50醜
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■

12，6，3 定量分析

　被駿物質は機器の定量分析が困難であったため、被験物質中に含まれるスズ

を原子吸光分光光度法で分析し、被験物質の定量を行った．12，6．2の前処理を

行って得られたAA試料は、以下グ）条件に基づき原子吸光分光光度法により定

量を行った．供試魚分析でAA試料を適宜希釈し、検量線で直線性の確認され

た濃度範囲になるように被験物質濃度を調製し定量した．最終定容液中の被験

物質濃度は、AAチャート上のAA試料のピーク高さを濃度既知の標準溶液の

ピーク高さと比較し、比例計算して求めた（表一4，5，図一6，表一8，9，

10、図一8，9，10参照）。ただし、本報告書における被験物質濃度の表

示は、スズ含有率で補正を行わない値で示した．

繍　器
件
長
源
値
件
燥
化
化
y
e
量
部

　
　
条
　
　
条
　
　
a
　
ヒ

　
　
　
　
　
流
化
　
子
回
d
入
イ

脚　
　
定
　
　
　
　
　
　
　
s
o
　
子

　
　
　
波
光
電
子
乾
灰
原
i

析
機
測
　
　
　
原
　
　
　
D
M
注
原

分η（

2チャンネル原子吸光分光分析装置

Aチャンネル

224，6㎜
HC　L

8～15mA

Bチャンネル

224．6脈
D2
220mA

RAMP　　　　25A
STE　P　　　　90A

FLASH　　280A
B　KG

C　ONC　N

50με

フレームレス

60秒
30秒
7，5秒

、
■

〔2）標準溶液の調製

　　分析試料中の被験物質濃度を求めるための標準溶液の調製は次のように

　行った、

　　被験物質0．18を精秤し、エタノールに溶解した1000鯉の標準
　原液を、さらにエタノール、硝酸（1＋20）及び精製水で希釈して40魍の

　標準溶液を調製した。
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（3）検量線の作成

　　（2）の標準溶液調製法と同様にして20、40及び80趨の標準溶液を

　調製し、これらを（1）の定量条件に従って分析し、得られたそれぞれのAA

　チャート上のピ」ク高さと濃度より検量線を作成した。

　　検量線よリピータ高さの測定限界値はノイズレベ∀レを考慮して5㎜（被験

　物質濃度　5、7磯）とした（図一4参照）。

12．6、4回収試験及びブランク試験

算 （1）方法

　　前述した試験水及び供試魚分析操作における被験物質の回収率を求める

　ため、回収試験用試験水及ぴ魚体ホモジネートに被験物質分散液を添加し、

　12、6，2及び12、6．3の操作に準じて回収試験を行った。また、被駿物質を加え

　ない回収試験用試験水及び魚体ホモジネートについて、回収試験の場合と

　同じ掻作によりブランク試験を行った．回収試験及びブランク試験は、

　　2点について測定した．この結果、ブランク試験においてAAチャート上、

　スズによる吸収は認められなかった．分析操作における各2点の回収率及び

　平均回収率は下記に示すとおりであり、平均回収率を分析試料中の被験物質

　濃度を求める場合の補正値とした（表一3，7，図一5，7参照）。

（2）結果

　　分析操作における回収率

　　　　試験水分析（被験物質0．2熔添加）

　　　　　第1濃度区　　　81．6％，　89、5％

　　　　　第2巌区　　　　90．9％，　101　　％

　　　　供試魚分析（被験物質　　3昭添加）

　　　　　　　　　　　　87．6％，　83，9％

平均85．6％
平均96，0％

平均85．8％

蝕
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12．6・5分析試料中の被験物質濃度の算出及び検出限界

（1）試験水分析試料中の被験物質濃度の算出

　　表一6の計算式に従って計算し、計算結果はJIS　Z8401－1961の方法を

　用いて有効数字3ケタに丸めて表示した。

毒

■

（2）試験水中の被験物質の検出限界濃度

　　12・6・3（3）餓鵬作察勃た飆飆の灘値より・謝中の
　被願物質の検出限界濃度　はそれぞれ、

　　　第1翻　　 0，17　顧
　　　第2濃度区　　0．015魍
　と算出される。

（3）供試魚分析試料中の被験物質濃度の算出

　　表一11の計算式に従って計算し、計算結果はJIS　Z8401－1961の方法を

　用いて有効数字3ケタに丸めて表示した。

（4）供試魚中の被験物質の検出限界濃度

　　12・6・3（3）嚇盛働た鵬の泌翻値より・難中の
　被験物質の検出限界濃度　は供試魚体重を308としたとき11矧8と算出

　される．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A＊7被験物質検出限界濃度（魍又は魍9）二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B　　　　C×E
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100　　　　D

，

A　．　検量線上測定限界濃度（魍）

B　：回収率（％）

C　　　繍（認〉又3よ騰φ便重（9）
D　：最終液量（祀）

E　，分取比
計算結果はJIS　Z8401－1961の方法を用いて有効数字2ケタに丸めた．

14



12．7濃縮倍率（BCF）の算出

　　　表一11の計算式に従って計算し、計算結果はJIS　Z8401－1961の方法を用い

　　て有効数字3ケタに丸めて表示した。

　　　なお、12。6．5（4）で求めた供試魚中の被験物質検出限界濃度より、下記の倍率

　　を越えて濃縮されたとき濃縮倍率の算出が可能となる。

第1濃度区

第2濃度区
11倍
120倍

璽

13．試験結果

13コ試験水中の被験物質濃度

　　　試験水中の被験物質濃度を表一1に示す．

表一1　　試験水中の被験物質濃度（ばく露開始時からの測定値の平均値）

2週「4 週 6　週 8　　週 9　週 付表 付図

第1濃度区 1．13 1．09 1．05 1．03 1．02 表一4

第2濃度区 0．0869 O．0900 0．0889 0．0901 O．0890 表一5

図一6

（単位鯉2）

昌
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13，2濃縮倍率

　　　濃縮倍率を表一一2に示す．

表一2　濃縮倍率

の

■

2　週 4　週 6　週 8　週 9　週 付表 付図

第1濃度区
2120

Q220

3720

R890

6350

U910

6580

U190

6460

U220
表一一8 図一8

第2濃度区
2220

Q420

4460

T460

6220

T180

7080

W060

7780

V380
表一9 図一9

　表一一2の濃縮倍率とばく露期間との相関を画一1及び図・・一2に示した．これら

の図より、9週後には十分平衡に達していると考えられる。また、被験物質のコ

イに対する濃縮性の程度は、濃縮倍率で第1濃度区において2ユ．20～6910

倍、第2濃度区において2220～8060倍であり、両濃度区における濃縮性
の程度はほぼ同じと考えられる．

　供試魚は外観観察等の結果：、異常は認められなかった。

14．試資料4）保管

14，1被駿物質

　　　保管用被験物質約209を保管用容器に入れ密栓後、r新規化学物質に係る試

　　験及び指定化学物質に係る有害性の調査の項目等を定める命令第4条に規定する

　　試験施設について」に定めるr新規化学物質に係る試験及び指定化学物質に係る

　　有害性の調査の項目等を定める命令第4条に規定する試験施設に射する基準」

　　　（以下「GLP基準」という。〉第32条に定める期間、当試験所試料保管室に

　　保管する。

仏2生データ、資料等

　　　試験により得られた分析結果、測定結果、観察結果、その他試験ノート等最終

　　報告書の作成に用いた生データ、試験計画書、調査表、資料等は最終報告書と共

　　に、「GLP基準」第32条に定める期間、当試験所資料保管室に保管する。

一一@16
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15備

　15．1

考

試験に使用した機器、装置、特殊器具、試薬等

（1）試験系（鯖施設）に係わる装置

　　原液供給用雌矧藍ポンフ。　　　　：　棘理イヒ器畷　型GHW

　　溶存酸素：濃、掟装置　　　　　　　：　飯島精密工業製　型552

（2）分析及び原液調製に使用した機器、装置、特殊器具、試薬

　　儲
　　　2チャンネル原子吸光分光分析装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　日本ジャーレルアッシュ社製

　　　　　　　　　　　　　　　　　　型AA－8200

　　　　フレームレスアトマイザー　二　日本ジャーレルアッシュ社製

　　　　　　　　　　　　　　　　　　型FLA－100珊一10

　　装置
　　　ロ一夕リーエバポレーター　　　＝　東京理化器械製　型駆1

　　　振とう機　　　　　　　　　　＝　入江商会製　TS式

　　　　　　　　　　　　　　　　　大洋科挙工業製型SRヨ“
　　　ホモジナイザー　　　　　　　1　キネマチカ社製

糖　　　グラスファイバーフィルター　：　東洋ろ紙製G郎200
　　　セッフ究ック　Bアルミナ　　：　日本ミリポア・リミテッド製

　　識
　　　アセトニトリル　　　　　　　：片山化学工業製　　試薬ヨ級

　　　ヘキサン　　　　　　　　　：”ノ…　　　　試薬一級

　　　エタノール　　　　　　　　　：　ナカライテスク製試薬・・級

　　　硝酸　　　　　　　　　　　　　：　片山化学工業製　　精密分析用

　　　塩酸　　　　　　　　　　　　　：　片山化学工業製　　精密分析用

　　　硫酸アンモニウム　　　　　　：　ナカライテスク製　試薬一級

　　　酢酸エチル　　　　　　　　　：　関東化学製　　　　試薬…級

　　　エチルエーテル　　　　　　：ナカライテスク製試薬→級
　　　塩基性アルミナ　　　　　　　＝　ICNバイオメディカル社製

　　　精製水　　　　　　　　　　　二　高杉製薬製　　　　日本薬局方
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参考データ

⊃

部位別試験

被験物質の供試魚への測歯性が認められたために、魚体のいずれの部位に濃縮され

ているかの知見を得ることを目的とし、部位別試験を行った．

　8週目の供試魚を2尾ずつ、可食部（下記の部分を除いた残部）、頭部、外皮

（頭部を除く皮、うろこ、ひれ、消化管、えら）、内臓（消化管以外の臓器）に大別

し各重量を測った後、分析を行った。分析法は本試験の分析法に準ずる．

， 部位別賦験結果

供試魚中の被験物質濃度

@　　（矧9） 辮 付表 付図

可食部

6
了
8
0
　
　
　
（
7
3
6
0
）
7
9
5
0

6590

V720

第1濃度区
頭部

4
6
6
0
　
　
　
（
5
8
8
0
）
7
1
0
0

4520

U890
表一12 図一17

外皮

4
3
5
0
　
　
　
（
4
6
4
0
）
4
9
3
0

4220

S790

内臓

6
6
2
0
　
　
　
（
6
2
2
0
）
5
8
3
0

6420

T660

可食部

8
2
7
　
　
　
（
7
5
3
）
6
7
9

9180

V540

第2濃度区
頭部

4
2
8
　
　
　
（
4
4
0
）
4
5
1

4150

T000
表一13 図一18

外皮

3
9
4
　
　
（
4
6
9
）
5
4
4

4370

U040

内臓

9
0
0
　
　
　
（
7
1
0
〉
6
4
1

9990

V110

（　）内の数値は平均値を示す．

4
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排泄試験

　濃縮度試験において、被験物質の測謝生が認められたために、濃階された被験物質

が排泄、ある瞬ま代謝により減少する過程を調べることを目的とし、排泄試験を実施

した．排泄試験は、8週間ばく麗した供試魚を試験用水（被験物質及び分散剤を含ま

ない水）に移して実施した．

ユ

，

　
　
に

　　　
　
匿

　
　
レ

　
　
5
2

　
　
n

　　

翻
　
ガ
0

　
容
8
　
℃

〉
器
犠

　
槽
量
　
度

　
水
水
　
温

　
験
駿
　
験

　
試
試
　
拭

く

供試魚における被験物質の濃度は、供試魚中の被験物質の分析結果‘謹プき、次の

式により算出した．

　　　　　FnCFn　＝
　　　　　W

CFn　，
Fn
W

排泄開始後n日の供試魚中

彩髄開始後n日の供試魚中

魚体重

量

供試魚中の被験物質絶対　　び鰍は、有効数字3ケタに丸めて表示した．

なお、数値の丸め方はJIS　Z8401－1961の方法に従った。

●

●
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　供試魚中の被験物質の残留率の算出は次のように行った．

　ばく露終了時（8週）・の供試魚中破験物質濃度の平均値（2尾）を100として、

排泄試験開始7及び14日後の供試魚中被搬物質の残留率（％）を算出した．

こ

●

残留率
（単位％）

7日後 15日後 21日後 付表 付図

第1濃度区

7
7
．
7
　
　
（
7
9
，
3
）
8
0
．
9

7
6
．
1
　
　
（
7
4
，
4
）
7
2
．
8

7
1
．
5
　
　
（
6
0
，
3
）
4
9
．
1

表一14 図一19

第2濃度区

6
4
．
8
　
　
（
6
3
，
4
〉
6
2
．
1

4
1
．
5
　
　
（
4
3
．
1
）
4
4
．
7

4
4
．
6
　
　
（
5
6
，
0
）
6
7
．
4

表一15 図一20

（　）内の数値は平均値を示す。

　この結果、供試魚中の被験物質濃度が半分になる期胤よ、第1濃度区において

28日後、第2濃度区において17日後であった．

書
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